無権代理人を本人とともに相続した者が
更に本人を相続した場合における無権代理行為の効力
（所有権移転登記抹消登記手続請求事件）
（最高裁・昭63・3・1、名古屋高裁・昭58・8・10、名古屋地裁・昭55・2・26）
担当者　浅田、伊藤、小倉
事案
本件各土地は、もと一筆の土地（地目は農地）で、甲の所有物であった。昭和35年7月ころ、甲の妻である乙が、甲の代理人としてAに対し分筆前の本件各土地を売り渡したが、乙の右本件売買契約締結行為は、甲から必要な代理権の授与を受けていない無権代理行為であった。その後、AからBに本件売買の買主の地位が譲渡され、分筆後の本件各土地の一部につき、BからC、D、E及びYに当該各土地に係る買主の地位が譲渡されたものとして、それに応じた各仮登記がされた上、昭和42年4月及び同43年6月をもってYに対する所有権移転登記がされた。乙は、昭和44年3月22日に死亡し、夫である甲及び甲乙間の子であるX1、X2、X3がその地位を相続し、更に、昭和48年6月18日に甲が死亡したため、Xらがその地位を相続した。
Xらは、Yに対し、本件各土地を相続により取得したとして、共有持分権に基づき前記仮登記及び所有権移転本登記の抹消登記手続を求めた。
控訴人・上告人　　：Y

被控訴人・被上告人：Xら（3名）
参照条文
・民法113条1項（無権代理）
代理権を有しない者が他人の代理人としてした契約は、本人がその追認をしなければ、本人に対してその効力を生じない。
・民法117条1項（無権代理人の責任）
他人の代理人として契約をした者は、自己の代理権を正目することができず、かつ、本人の追認を得ることができなかったときは、相手方の選択に従い、相手方に対して履行又は損害賠償の責任を負う。
（参考資料）
1 登場人物
Y：沢田伝二郎（上告人・控訴人）（川田、西田、金井、藤田より各土地の譲渡を受ける）
Xら：大塚光子外２名（幸江、忠）（被上告人・被控訴人）
房枝（忠の妻）
甲：大塚豊（被控訴人の父）
乙：大塚とめ（被控訴人の母）
A：福本幸男（とめから土地を譲渡されたとされる人物）
B：川田吉郎（福本から土地の買主たる地位を譲渡された人物）
C：西田恵子、D：金井次郎、E：藤田進一（川田から土地の譲渡を受けた者たち）
2 時系列　（主張３）
昭和２７年１１月２６日
豊は精神分裂病を理由に入院。
昭和２８年４月１３日
退院
昭和２８年９月２日
再度入院
昭和３５年７月頃
豊はとめを使者として福本に対し、分筆前の小牧市大字○○字○○××番１土地（以下甲土地とする）を売り渡した。（主張１）
昭和３５年８月１５日頃
福本は甲土地から分筆された土地の買主たる地位を川田に譲渡する。
昭和３５年１０月
忠、房江と結婚
昭和３６年１２月
川田は甲土地をA土地、B土地、C土地、D土地、E土地に分筆する
昭和３６年１２月１日
川田はC土地の買主たる地位を金井に譲渡する。
昭和３６年１２月１８日
川田はA土地の買主たる地位を西田に、E土地の買主たる地位を藤田に譲渡する。
昭和４１年１２月２１日
控訴人は川田からB’の土地の買主たる地位を譲渡される。
昭和４１年１２月２７日
控訴人は西田からA’の土地の買主たる地位を譲渡される。
昭和４２年８月１５日
控訴人は藤田からE’の土地の買主たる地位を譲渡される。
昭和４２年１２月２７日
控訴人は金井からC’の土地の買主たる地位を譲渡される。
昭和４２、３年頃
農地法３条による知事の許可を得たから、右許可の日に右各土地の所有権が控訴人に移転した。
昭和４４年３月２２日
とめ死亡
昭和４８年６月１８日
豊死亡
原審（名古屋高　昭和５８年８月１０日）における控訴人の主張
その１　
豊はとめを使者として用い、その売買契約によって所有権移転の効力が発生した。
←被控訴人の認否
否認する。
（参考）
使者：他人が決定した法律行為を単に伝達又は伝達を完成する者をいう。自ら意思決定する代理人と区別する意味で用いられる。
その２　
とめは代理権に基づいて土地を売り渡した。
←被控訴人の認否
否認する。豊は精神分裂病にかかり、入院していたので、とめに代理権を授与したことはない。のみならず、とめが豊に代わり、豊のためにする意思をもって、かつそのことを示して土地を売り渡したことはない。
（参考）
代理：ある人Aと一定の関係にあるBがAのためにCとの間で意思表示を行い（能動代理）、あるいは意思表示を受ける（受動代理）ことによって、その意思表示の法律効果が直接Aについて生ずるという制度。
その３　
時系列通りに主張
←被控訴人の認否
各土地が転々譲渡された経緯は不知。控訴人がその収用の土地の所有権を取得したとの点は否認する。
　
その４　
夫が精神病のため長期入院中は、妻は民法７６１条に定める日常家事代理権として夫の財産を処分し、これを日常家事のための資金に充てることができる。
←被控訴人の認否
妻が夫所有の不動産を売却するがごとき行為は、日常の家事に関するものではない。
その５　
1 とめがいかなる代理権も有していなかったとき
被控訴人は無権代理人を相続した後に本人を相続したので、無権代理人の法的地位をそのまま承継取得し、その後において本人を相続したことになるから、結局無権代理人が本人を相続した場合と同一であり、無権代理を理由に前記売買の無効を取り消すことはできない。
2 とめが本人のためにすることを示したものと認められないとき
とめは民法５６０条にいう他人の権利を売買したことになるところ、被控訴人らは他人の権利を売買したとめの地位を相続により承継し、つづいて、権利者たる豊の地位も相続により承継したから、前記売買契約による売主たる義務の履行を拒むことはできない。
←被控訴人の認否
1 とめが豊に代わって豊の代わって豊のためにする意思をもって、かつそのことを示して本件分筆前の土地を売り渡したことはない。また、豊の所有に属する土地を事故が売主となって売却しようとの効果意思をもって売買契約を締結したこともない。
2 仮にとめが無権代理人として、あるいは他人の権利の売主として本件分筆前の土地を売却したとしても、豊はとめの死亡により夫としてとめを相続し、無権代理関係では「本人が無権代理人を相続した」場合に、他人の権利の売買関係では「他人の権利の売主をその権利者が相続した」場合に該当する。したがって、豊は前者については無権代理行為の追認の拒絶を、後者については履行義務の拒否をなしうる。被控訴人らは豊の死亡によって豊の地位を相続により承継し、前記機能を行使できる立場にあるわけである。
3 相続の時期の前後という被控訴人のいかんともし難い偶然の事情により、一方は信義則違反となり、他方は信義則違反にならないとする考え方は、元来倫理規範の一面をもつところの方概念である信義誠実の原則の本質に照らし、不当である。
　
その６　
被控訴人らが追認拒絶権ないし、履行拒絶権を有しているとしても、その行使は信義則に反し許されない。以下理由の一部を述べる。
1 とめは家産の一切を管理していた。
2 被控訴人忠は昭和３５年１０月妻房江と結婚しているが、本件分筆前の土地が売却された時期から考えて、その売却代金が同被控訴人の結婚準備もしくは生活費として費消されたことは推測するに難くなく、またとめと生計を一にしていた被控訴人忠がこれを知らなかったとは到底信じがたい。
3 被控訴人忠は、控訴人が所有権移転登記を取得した昭和４２，３年頃にはすでに本件分筆前の土地が売却されたことを知っていた。
4 被控訴人忠及びその妻房枝は仮登記権者から固定資産税を受領していて、この点からもとめによる本件分筆前の土地の売却を十分知っていた。
5 被訴人はとめの遠縁に当たり、父の頃から相談相手になってきたのであって、前記各土地を買い受けたのもなんら他意があるものではない。
6 昭和３５年に川田が本件分筆前の土地を買い受けて以来すでに１５年以上を経過しているから、本来ならば時効制度により救済されるべき事案である。
←被控訴人の認否
争う。被控訴人らの主張する本件登記請求権は所有権にもとづく物上請求権であって、消滅時効にかからない
その７
川田は昭和３５年８月１５日頃に甲土地についての引き渡しを受け、その占有を善意無過失にて開始した。その後、各人において占有を承継し、控訴人に至っている。それ故、控訴人は前主の占有を合わせ、１０年以上所有の意思をもって平穏公然に占有を継続したから、昭和４５年８月１５日頃の経過をもって、本件土地の所有権を時効により取得した。よって、控訴人は本訴において右時効を援用する。
←被控訴人の認否
否認する。川田、金井、西田、及び藤田はいずれも非農家であり、未だかつていかなる形態においても関係土地部分を占有した事実はない。さらにとめは豊の代理占有者でなく、単なる占有補助者にすぎず、川田に甲土地を引き渡した事実はない。
被控訴人の主張
その１
控訴人は被控訴人の遠縁に当る上、近隣に居住しており、豊が長年精神病院に入院し治療を続けていて、同人に意思能力が欠如していることを知悉していたものであり、控訴人は本件分筆前の土地が豊名義をもって処分された当初から、とめには豊を代理する権限がないことを知りながら、あるいは少なくとも過失により知らずして、登記手続きなど、とめが右土地を処分する一連の行動に協力加担していたものである。したがって、控訴人は民法177条2項により、とめに対し無権代理人としての責任を追及することができず、とめを相続した被控訴人らに対しても同様に責任を問うことができない。
←控訴人の認否
控訴人が被控訴人の遠縁に当り、近隣に居住していたこと及び豊が精神病院に入院していたことは認めるが、その余の事実は否認し、その主張も争う。
その２
控訴人がとめに豊を代理する権限のないことを知りつつ無権代理行為に協力加担しておきながら、とめの無権代理を理由にその相続人である被控訴人らに責任を追及することは、信義則に反する権利行使として許されない。
←控訴人の認否
争う。
判旨（主張１～３について）
豊は精神分裂病であり、入院していた。そして入院中であったから意思能力を有していなかったとの事実上の推定を受けるものというべく、右推定に反し、その頃豊が意思能力を有し、かつ、豊から売買の指示を受けるなど、そのための代理権の授与を受けた事実を直接に認めさせる証拠は何も存在しない。したがって豊と福本との間に有効な売買契約が存在したとの控訴人の前記主張は、これを採用することができない。
主張４について
夫所有の不動産を妻が処分することまで民法７６１条の定める日常家事代理の範囲内に属しているということはできない。
主張５について
とめが豊の代理人であるとしても、その代理権につき立証のないことは前示のとおりであるから、とめは無権代理人であると言わざるを得ない。無権代理人が本人を相続した場合に追認を拒絶することが信義則上許されないとされるのは、当該無権代理行為を無権代理人自らがなしたという点に存すると言うべきところ（昭和37年4月20日最高裁判決）、無権代理行為を自らなしていないという点においては、無権代理人を相続した者が本人であっても、本人以外の相続人であっても、異なるところはないから、無権代理人を相続した本人に追認拒絶権を認める以上、無権代理人を相続した後本人を相続した相続人もついてのみ追認拒絶権を認めないとする根拠は見出しがたい。相手方としても、本人の追認がない以上、無権代理人の相続人が本人を相続したという偶然な事情がなければ、本来特定物の給付を受け得なかったのであるから、相続人に履行義務の拒絶権を与えたからといって、不測の不利益を蒙るというわけではない。また、仮にとめが他人の物の売主として本件分筆前の土地を売却したとしても、先に述べた同趣旨の理由により、被控訴人は自ら他人の物の売主になったわけではないから、右土地の権利の移転につき認否の自由を有し、信義則に反すると認められるような特別の事情がない限り、右売買契約上の売主としての履行義務を拒否することができるものと解するのが相当である。
主張６について
1 とめが家計を掌握し、豊所有の不動産等の家屋を管理してきた。
2 本件分筆前の土地を福本に売却したのはとめのみの意思に基づくものであって、被控訴人忠はとめと同居していたもののその相談を受けたことがなかった。
3 被控訴人忠は中学を卒業した後農協に勤務していて、昭和35年に結婚するに際し多少家屋を改造したが、その費用及び挙式費用は右売買代金の外、被控訴人忠の貯金によって賄われた。
4 昭和４０年ころ小牧市から道路用地の買収代金がとめの農協口座に入金されたが、忠はその事実を知っている程度で、仮登記者への分配は、とめが控訴人との相談の上実行した。
5 忠はとめの死亡直後固定資産税を受け取ったことがあるが、本件土地については仮登記権者から固定資産税を取得したことがないし、仮にとめが取得していたとしても、その事実を知らなかった。
6 被控訴人光子は昭和１０年以降家を出て看護婦等をしており、幸江は昭和２５年１月３１日四日市在住の眼科医のところに嫁いでいる。
以上の事実を認めることができ、また、控訴人ととめは遠縁にあたり、住所も５００メートルくらいしか離れていなかったことや、当時控訴人は右土地が豊の所有であるが、豊は長年精神病院に入院していることを知っていたことを認めた。以上を総合的に判断すると、被控訴人、光子、幸枝、忠は本件分筆前の土地の売買について、とめとともにそれに関与したとか、右売買を承諾していたとかの事情を認定するには至らないというべきであり、控訴人は本件売買に関し、とくに代理権が存しないことを知っていたというべきであるから、結局、被控訴人らには前記拒絶権の行使が信義に反する認められる特別の事情があるということができない。
主張７について
川田は福本から甲土地を買い受けたものの、その占有を取得しないまま右土地を分筆して、西田、金井、藤田に売却したことが認められる。また、本件全証拠によるも、西田、金井、藤田、及び控訴人においても川田から占有の承継を受けた事実を認めることができない。そうすると、控訴人の取得時効の抗弁は、その余の点について判断するまでもなく失当である。
最高裁における上告人の主張
その１
原審の、無権代理人を相続した後本人を相続した相続人については、無権代理人を相続した本人と同様、特段の事由のない限り、追認拒絶権の行使を認めるべきであるとの法的判断は、その引用する最高裁判所昭和37年4月20日判決における「無権代理人が自らなした無権代理行為」という語句に拘泥し、同判決の真意を誤解したものであって、無権代理人が本人を相続した場合に関する一連の判例の流れから食み出し、また他人の物の売買に関する一連の判例との整合性を欠くものである。
以下理由を述べる
1 相続の先後関係こそが双方相続の場合のキーポイントであると言わなければならない。この点につき昭和17年2月25日の大審院判決によると、その傍論で、無権代理人の相続人は無権代理行為を自らなした者ではないが、すでに相続によって無権代理行為について無権代理人と同じ責を負うべき立場であるから、その後本人を相続することによって追認しうる地位についた以上、無権代理行為を追認するのが当然であるという趣旨を述べている。しかも注目されるのは、この判例が、信義則理論に立脚しており、原判決の引用している昭和37年4月20日最高裁判決はその判旨を踏襲しているということである。
2 本件事案は原認定によると無権代理であって他人の物の売買ではないが、社会現象として同一である限り、かかる事案が無権代理と他人の売買の２つの構成で争われることは周知のとおりである。従って両構成の結論については整合性が得られなければならない。昭和50年6月17日大阪高等裁判所は、他人の権利の売主を相続した者が、その相続後に他人の権利を取得した事案について、「相続人は、信義則に反しないと認められるような特別の事情のない限り、売主としても履行義務を拒否することが出来ないと解するのが相当である。」と判断している。この高裁判決は、昭和49年9月4日最高裁大法廷判決の事案、すなわち「他人の権利の売主をその権利者が相続し売主としての履行義務を承継した場合でも、権利者は信義則に反すると認められるような特別の事情のない限り、右履行義務を拒否することが出来る」との事案・判断との相違点・類似点を確認してなされている。
3 原判決は、相続の前後によって結論を異にするのは不当であるとの価値判断からなされているが、相続が包括承継という被相続人の法的地位をそのまま承継するものである以上、被相続人等の死亡の先後関係によって相続人等の法的地位に決定的な影響を与えることはむしろ当然である。
その２（民訴３１２条２項６号）
原判決は、理由不備、審理逸脱の違法があるので破棄されるべきである。
原判決は「控訴人は本件売買に関し、特に代理兼が存しないことを知っていたというべきである」と認定し、従って「被控訴人らには前期追認拒絶権の行使が信義に反すると認められる特別の事情があるということができない」と判断している。
右に言う「本件売買」とは、本件分筆前の土地についてのとめと福本の間の売買契約を指すものと思われるが、そうであれば、原判決認定の前提事実からは直ちに右売買時における上告人のとめの代理権についての悪意を推認することはできず、却って、原判決の前提事実からは、とめと福本間の売買契約時の事情と川田他3名と上告人との売買たる地位の譲渡時の事情を混同せしめているものと言え、原判決はいずれにせよ上告人の悪意についての判断につきさしたる理由も付していないことが明らかである。
判決
主文
破棄差し戻し
理由
無権代理人が本人を相続した場合、本人の資格で無権代理行為の追認を拒絶する余地はなく、本人が自ら法律行為をしたと同様の法律上の地位ないし効果を生ずる（最判昭４０・６・１８）。
無権代理人を相続した者は、無権代理人の法律上の地位を包括的に承継するのだから、一旦無権代理人を相続した者が、その後本人を相続した場合においても、この理は同様と解すべきである。自らが無権代理行為をしていないからといって、これを別異に解する根拠はない。
本件において、被上告人らは、共同相続であるとはいえ、無権代理人であるとめの地位を包括的に承継していることに変わりはないから、その後本人である豊の死亡によって、結局無権代理人の地位を全面的に承継する結果になった以上は、たとえ、同時に本人の地位を承継したとしても、もはや、本人の資格において追認を拒絶する余地はない。
したがって、本件売買は本人である豊が自ら法律行為をしたと同様の効果を生じたものと解すべきである。
・参照条文
民法１１３条（無権代理）
①　代理権を有しない者が他人の代理人としてした契約は、本人がその追認をしなければ、本人に対してその効力を生じない。
②　追認又はその拒絶は、相手方に対してしなければ、その相手方に対抗することはできない。ただし、相手方がその事実を知ったときは、この限りでない。

民法１１７条（無権代理人の責任）
①　他人の代理人として契約をした者は、自己の代理権を証明することができず、かつ、本人の追認を得ることができなかったときは、相手方の選択に従い、相手方に対して履行又は損害賠償の責任を負う。
②　前項の規定は、他人の代理人として契約をした者が代理権を有しないことを相手方が知っていたとき、若しくは過失によって知らなかったとき、又は他人の代理人として契約をした者が行為能力を有しなかったときは、適用しない。

民法８９６条（相続の一般的の効力）
　相続人は、相続開始の時から、被相続人の財産に属した一切の権利義務を承継する。ただし、被相続人の一身に専属したものは、この限りでない。
